
○ 介護食品普及推進事業

【 】５０(０）百万円

対策のポイント

介護食品の認知度の向上に向けたシンポジウムの開催や、関係者が連携し

て利用者のニーズに即した介護食品を提供するための取組を行う実証事業に

ついて支援します。

＜背景／課題＞

・高齢化社会の到来に伴い、食を通じて高齢者の健康づくりへの取組を進めていくこと

介護食品については、潜在的なニーズへの対応が喫緊のが必要となっており、特に、

となっています。課題

・このため し、包括的かつ体系、「これからの介護食品をめぐる論点整理の会」を開催

介護食品をめぐる課題について、論点がとりまとめられた的に整理されてこなかった

ところであり、それらの です。課題の解決に向けた取組が必要

政策目標

食品関連産業の市場規模の拡大

（95.3兆円（平成21年度） → 120兆円（平成32年度 ））

＜主な内容＞

１．介護食品の認知度向上に向けた取組 ２５（０）百万円

学識経験者等によるシンポジウムを開催介護食品を広く国民に普及させるため、

し、介護食品の認知度向上に向けた取組を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

２． （０）百万円地域の関係者が連携した配食サービス等の食支援の取組 ２５

利用者の身体機能にあった配食サービス等の介護食品の提供方法を検討するた

食品事業者と栄養士や医師及び地方自治体などが連携した商品開発や配食サめ、

に対し支援します。ービス等を行う実証事業

補助率：１／２

事業実施主体：民間団体等

〔お問い合わせ先：食料産業局食品製造卸売課 （０３－６７４４－２２４９（直 〕））

［平成26年度予算概算要求の概要］
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地域の関係者が連携した配食サービス等の食支援の取組介護食品の認知度向上に向けた取組

栄養士・
ホームヘ
ルパー

製造業者・配食サー
ビス業者

地方自治体

医師

介護食品の市場規模の拡大

関係者が連携した
介護食品の開発・提供

介護食品普及推進事業

シンポジウムの開催 アンケートの実施

介護食品に対する潜在的な需要に応えて
いくため、
① 介護食品に対する認知度の向上、
② 関係者が連携して介護食品の利用者
等のニーズに即した提供システムの構築

に向けた取組を進めることが必要。

検討会の開催

シンポジウム
実施方法やア
ンート内容につ
いて検討

学識経験者等
によるシンポジ
ウムの開催

介護食品に対
する理解度等
の調査

介護食品に対する理解の促進・認知度向上 介護食品の的確な提供システムの構築

○ 介護食品については、現在の市場規模が
1,000億円と推計されているが、高齢化社会を
迎える中で、その潜在的なニーズへの対応が
喫緊の課題。

○ そのような中、本年７月、介護食品に関係
する事業者、介護施設関係者、専門家などか
ら構成される「これからの介護食品をめぐる論
点整理の会」において、介護食品をめぐる課

題について論点を整理。

【論点】

①介護食品の定義の明確化
②高齢者の栄養に関する理

解の促進
③介護食品の提供方法
④介護食品の普及
⑤介護食品の利用に向けた

社会システムの構築

関係者による検討会を
設置し、利用者のニーズ
に即した介護食品の開
発、提供方法について

検討


